
第4章　第5期障がい福祉計画

4-1　基本的な考え方

　● 計画推進の視点

―　計画推進の視点・成果目標・活動指標関係図　―

『親がかり（家族介護）』を前提としない支援体制の構築と福祉サービスの充実

　障がいの重度化、家族の高齢化が進む中で、「親がかり（家族介護）」を前提としない支援体制を構築するために、

1日の生活を「居住生活（暮らす・憩う）」 「日中活動（働く・活動する）」 「余暇活動（遊ぶ・学ぶ）」等の活動場面ごとの

流れに沿って、「切れ目のない、谷間のない」障がい福祉サービスの整備を図ります。

　第5期障がい福祉計画は、平成27年度（2015年度）第4期障がい福祉計画を基礎として、その進捗状況を評

価する中で継続的に取り組む課題を抽出するとともに、新たに発生した課題を加え、その解決を図るための本

市の基本的な考え方を計画推進の視点としました。

　その視点を基本として、国の基本指針に即し、平成32年度を目標年度とした障がい福祉サービス等の提供体

制の確保に係る目標（成果目標）を設定するとともに、成果目標を達成するため、平成30年度から32年度まで

の各年度における障がい福祉サービス等の種類ごとの必要な量（活動指標）を設定しその見込量の確保のた

めの方策を明らかにすることを定めるものです。
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施設入所者の地域生活への移行

○ 地域生活移行者の増加

○ 施設入所者の削減

精神障がいにも対応した

地域包括ケアシステムの構築

○ 障がい保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場

の設置

○ 市町村ごとの保健・医療・福祉
関係者による協議の場の設置

障がい者の地域生活の支援

○ 地域生活支援拠点の整備

福祉施設から一般就労への移行等

○ 福祉施設利用者の一般就労への
移行者の増加

○ 就労移行支援事業の利用者の増加
○ 就労移行支援事業所の就労移行率

の増加

○ 一定の就労移行率の達成

○ 工賃の向上

○ 居宅介護等の訪問系サービスの利用者数、利用時間数

○ 生活介護の利用者数、利用日数

○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数

○ 就労継続支援（A型・Ｂ型）の利用者数、利用日数

○ 短期入所（福祉型・医療型）の利用者数、利用日数

○ 自立生活援助の利用者数

○ 共同生活援助の利用者数

○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数
○ 施設入所支援の利用者数 ※施設入所者数の削減

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数
○ 福祉施設（就労移行支援・就労継続支援A型・就労継続支援B型・

自立訓練・生活介護）利用者から一般就労への移行者数

○ 就労定着支援の利用者数
○ 工賃の目標額

【 成果目標 】 【 活動指標 】

福祉サービスの
担い手の確保

【 計画推進の視点】
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